
営農体系における多様な温室効果ガス削減手法に対し、正確な定量評価を行うための手段として、「温室効果ガ
ス３成分同時分析法」を基軸にした「農地GHGガス排出量の自動算定システム」を開発する。この技術をもとに、農
地でのGHG排出量算定の自動化が進め、新たな農法に関するGHG削減量の定量化する。
この自動算定システムをコンサルティングにフルに生かし、新規Jークレジット方法論の策定作業を迅速に進める。

ゼロエミッション農業に向けたGHG削減法コンサルビジ
ネス構築のための基盤となる機器開発
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Scope３レベルでのGHG排出量見える化のため、サプライチェーン内の農業生産法人も脱炭素取り組みの見え
る化が必要。新たなGHG削減手法を企図した営農体系を実践し、検証するスキームを構築する。削減手法の速
やかなオフセットクレジット方法論化に貢献する意欲ある営農者の取組を支援し、J-クレジット制度新規方法論成
立への道筋に誘導。

ゼロエミッション農業の実現にむけて背景・目的
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研究内容 実測技術を活用したゼロエミッション農業コンサル手法の開発

中干し延長、バイオ炭、さらに、新たに開発した削減実践スキームを活用し、意欲ある営農者の取組を支援し、J-
クレジット制度新規方法論成立への道筋に誘導。GHGの実測技術が可能なゼロエミッション農業コンサルティング
をする新規事業を行う。

目標 J-クレジット制度に基づくオフセットクレジットのプロデュース
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Scope３レベルでのGHG排出量見える化のため、新たなGHG削減手法を企図した営農体系を実践し、
検証するスキームを構築する。GHGの実測技術が可能なゼロエミッション農業コンサルティングをす
る新規事業を行う。


	スライド番号 1

